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発刊に当たって 

 

 公益社団法人日本海難防止協会シンガポール連絡事務所は、我が国の経済活動を支える

海運にとって最も重要な海域の一つであるマラッカ・シンガポール海峡（以下「マ・シ海

峡」という。）における航行安全、セキュリティー及び環境保全対策の推進を図るための調

査研究活動を、沿岸三ヶ国（インドネシア、マレーシア及びシンガポール）と適切に連携

をとりつつ実施することを目的として、日本財団からの全面的な支援を受け、１９９６年

７月に設立されています。 

 

 さて、２０１３年におけるマ・シ海峡をめぐる情勢を概観しますと、まず、船舶の通航

の状況については、通航量が２年連続で増加し、いわゆるリーマンショックがあった２０

０８年の水準に回復しました。船種別の動向を５年前と比較すると、タンカー、VLCC、

LNG といったエネルギー関係とバルクキャリアの増加が顕著です。 

 次に、海賊事案については、世界的には、ナイジェリア沖で増加しているものの、ソマ

リア沖で減少していることから、総じて減少しています。マ・シ海峡の海賊事案は、イン

ドネシア周辺海域で発生しており、タグボートなどを対象とした物盗りというものの、違

法な依頼を受けたグループが、積荷や船舶を見定めて計画的に襲撃する事案が見受けられ

るようになっているとの指摘もあり、その動向に注意が必要です。 

 

 マ・シ海峡の航行安全と環境保全を確保するための国際的枠組みである「協力メカニズ

ム」は、その設立から６年が経過しました。協力メカニズムの中心的役割を担う協力フォ

ーラムは、昨年１０月にインドネシアで開催された第６回会合をもって海峡沿岸国による

開催が２巡しました。また、同月に開催された「第１１回航行援助施設基金委員会」にお

いては、２０１３年にも日本財団、マラッカ海峡協議会等から引き続き資金が拠出された

ことが報告されるとともに、今後５年間の海峡沿岸国による航行援助施設の維持管理の見

通しが示されました。 

 当事務所においては、こうしたマ・シ海峡情勢に関する調査研究活動の結果を取りまと

めることにより、マ・シ海峡をめぐる諸情勢について広く情報提供を行うことを目的とし

て、マラッカ・シンガポール海峡レポートを毎年作成しています。 

 ここに発刊いたします２０１３年のレポートが、マ・シ海峡についての皆様方のご理解

を一層深めていただく上での一助となれば幸いです。 

 

２０１４年２月  

公益社団法人日本海難防止協会シンガポール連絡事務所 

所長 白崎 俊介 

天地センター 1
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1 
 

第６回協力フォーラムの開催 

（２０１３年１０月７日・８日） 
 

 ２０１３年１０月７日及び８日の２日にわたりインドネシア・バリにおいて、

インドネシア海運総局（DGST）主催のもと第６回協力フォーラムが開催された。 
 協力フォーラムは、２００７年９月に開催された IMO シンガポール会議にお

いて打ち出された協力メカニズムを構成する３つの柱のうちの一つ（他の２つ

は、プロジェクト調整委員会と航行援助施設基金）であり、マ･シ海峡の沿岸三

カ国、利用国及びその他の利害関係者との間における対話の場を提供すること

を目的としている。 
会合には、沿岸三カ国、日本を始めとする利用国、IMO などの国際機関、

INTERTANKO（国際独立タンカー船主協会）及び BIMCO（ボルティック国際

海運協議会）等の国際海運団体、日本財団などが参加した。 
今回の会合において注目された議題は、前回会合においてプロジェクト８と

して新たに加わった余裕水深（Under keel Clearance ;UKC）のリアルタイム監

視システムについて、測量等の調査を実施する案が提示されたことであり、本

件については、引き続いて行われたＴＴＥＧ（三カ国技術専門家グループ会合）

において承認された。  
また、海運団体主導で進められていたマ･シ海峡の安全航行パンフレットや

マ･シ海峡沿岸港の廃棄物受入施設の情報を集約した結果が承認され、プロジェ

クトが完了することとなった。 
この他、協力メカニズムの下で行われているマ・シ海峡の航行安全及び環境

保全を向上するための各種プロジェクトの最新状況が報告、共有された。 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

沿岸三カ国の代表者
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2 
 

ミクロネシア 3 国の海上保安能力強化支援 

パラオ共和国との協定文書の調印 
 

 広大な排他的経済水域（EEZ）を抱える太平洋島嶼国であるミクロネシア３国

（パラオ共和国、ミクロネシア連邦及びマーシャル諸島共和国）においては、

外国漁船による違法漁業に対する海上保安体制の脆弱性が問題となっていた。

この問題に対して、３国の大統領がその対策支援を要請したことを契機に、日

本財団、笹川平和財団、日本海難防止協会等の関係機関は、支援策を検討する

ための官民共同会議を開催し、議論を進めてきた。 
2012 年までに小型艇、通信設備の供与を実施してきたところ、2013 年には

更なる支援の必要性や効率的・効果的な支援の方策を探るため、各国と議論を

継続した。 それらの議論を踏まえ、供与した施設の活用状況が良好であるパラ

オ共和国に対して支援を先行することが効果的と思われたことから、2013 年 12
月には、パラオ共和国と日本財団の間で、海上保安能力向上支援に関する協定

を締結した。 
 協定の締結にあたっては、パラオ共和国のトミー・レメンゲサウ大統領が来

日し、日本財団笹川会長との間で協定文書に署名した。協定文書は、小型艇の

追加供与や、人材育成支援、通信設備の充実に加え、2012 年の台風により沈没

した小型旅客船「日本丸」の代替等について支援することが記載されており、

2014 年以降、日本財団、笹川平和財団、日本海難防止協会、日本中小型造船工

業会その他関係者において、その具体策を更に議論し、順次支援を行うことと

している。 
 今後は、これらの支援を進め、同国の総合的な海上保安能力向上に貢献する

とともに、同国をモデルケースとして、ミクロネシア地域全体の海上保安能力

の向上にも努めることとしている。 

  

調印式でのレメンゲサウ大統領と 
笹川会長 

1989 年に日本財団が供与した「日本
丸」の代替船として予定されている
小型旅客船の完成予想図 
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とともに、同国をモデルケースとして、ミクロネシア地域全体の海上保安能力

の向上にも努めることとしている。 

  

調印式でのレメンゲサウ大統領と 
笹川会長 

1989 年に日本財団が供与した「日本
丸」の代替船として予定されている
小型旅客船の完成予想図 
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第９回アジア海上保安機関長官級会合の開催 

（２０１３年１０月３０日） 
   

２０１３年１０月３０日、タイ・パタヤーにおいて、タイ海上警察、タイ海

事局のホストのもと、第９回アジア海上保安機関長官級会合が開催された。 

今回の会合には、新たにモルジブが加わり 17 カ国１地域の海上保安機関の長

官級幹部及び関係者等のほか、開催支援団体である日本財団から海野常務理事

が参加した。 

今回の会合では、前回合意された５つの柱（捜索救難、環境保護、大規模災

害対策、海上不法行為対策及びキャパシティビルディング）について、各幹事

国からこれまでの取組みが報告されたとともに、節目となる来年の第 10 回会合

（日本）に向けた具体的な取組みが議論された。 

議論した内容は、これらを盛り込んだ共同宣言として取りまとめられ、満場

一致で採択された。今後、ロードマップに基づき具体的な成果の達成に向けて

取組むこととなった。 

 会合の冒頭、日本財団の海野常務理事は、そのオープニングスピーチの中で、

「複雑化する様々な海洋問題は国家間を超えて多国間にまたがる問題であり、

各国の海上保安機関がバラバラに活動していては、容易に解決することは難し

い。これらの問題に対し、参加国が一体となって、計画や提言の先にあるアク

ションを起こし、具体的な成果を達成して欲しい。」等と述べた。 

 また、会合に先立って、同月 29 日には大規模災害への対応に関するセミナ

ーが開催され、各国の経験や知識・技術等の共有が図られた。 

  

 

 
海野常務理事による挨拶 参加者集合写真 
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２．統計概要 
 ① 2008 年～2013 年の世界及びアジア地域における海賊及び武装強盗事案

発生件数の推移 
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 ② 2008 年～2013 年の主要海賊多発地域ごとの発生件数推移 
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 ③ 既遂事案についての犯罪行為態様別の地域ごとの発生件数（2013 年） 
（既遂は、ハイジャックもしくは船舶に乗り込まれた事案） 
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※ ソマリア等は、ソマリア沖、アデン湾、紅海、アラビア海、インド洋、オ 
マーンでの発生件数の合計値を表す。 

※ ソマリア等での乗込件数は、区画密閉対応などによりハイジャックを免れた

件数を表す。 

 
④ 海賊及び武装強盗事案の際の乗組員に対する犯罪行為態様別件数 
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⑤ アジア地域における地域別発生件数推移（既遂事案）（2013 年） 
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３．アジア地域における主な海賊及び武装強盗事例概要 
  (1) マラッカ海峡 
   【マレーシア漁船 “PKFB(U2)”】（航行中、ハイジャック） 
   発生日時：2013 年 5 月 7 日 23 時 00 分頃（現地時間） 
   発生場所：マラッカ海峡  
   概  要： 1 隻の漁船が操業中に襲撃されハイジャックされた。賊は、

同船でインドネシア領海に逃走。2013 年 5 月 25 日にインド

ネシア海上警察が同船を捕捉した。 

 
  (2) シンガポール海峡 
   【中国船籍タグボート”De Hui”及び中国籍バージ”Haiyangshiyou 229”】

（航行中、乗り込み） 
発生日時：2013 年 1 月 8 日 17 時 10 分から 23 時 20 分頃（現地時間） 

   発生場所：シンガポール海峡 北緯 1 度 11.5 分、東経 103 度 37.8 分  
   概  要： 約 6 名の賊が高速船で曳航中のバージに接近し、バージへ

移乗、物品を盗み逃走した。同じ日の夕方、カモフラージュ

の制服を着た 5 名の賊がタグボートに接近、2 名の賊がタグボ

ートに乗り込み、当直中だった船務主任拘束し、ナイフで脅

した。船長が警報を鳴らし、船員全員が事態に気づくと、賊

は何も盗らずに逃走した。 

 
（3）マレーシア 

【マレーシア籍プロダクトタンカー“King River”】（航行中、乗り込

み） 
   発生日時：2013 年 6 月 17 日 19 時 30 分頃（現地時間） 

発生場所：マレーシア、サラワック沖西北西約 8 海里 
 北緯 4 度 31 分、東経 113 度 52 分 

概  要： 8～10 名の長いナイフで武装した賊が、航行中のプロダクト

タンカーに高速船で接近。賊は乗組員の多くに暴力をふるい、

縛り上げた。賊により船長の左の手のひらはひどく切り裂か

れ、一等航海士と機関長も切りつけられた。賊は通信機のケ

ーブルを切断し、船橋と居室を荒らしまわった。約 1 時間の

間に、賊は乗組員の私物や船の物品、現金等を盗み去った。

プロダクトタンカーはミリ港に入り負傷した乗組員は手当て

を受けた。警察が通報を受けた。 
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(4) インドネシア 
【シンガポール籍タンカー“Guanabara”】（錨泊中、乗り込み） 

   発生日時：2013 年 7 月 11 日 02 時 23 分頃（現地時間） 
発生場所：ニッパ STS 錨地 

 北緯 1 度 6.6 分、東経 103 度 37.1 分 
概  要： 洋上での油の積み替え作業中のタンカーに賊が侵入した。

乗組員が警報を鳴らすと、4 名の賊が既に甲板上におり、1 名

が乗り込んでくる最中だった。当直者は警報を鳴らし、警報

を聞いた賊は逃走した、積み替え作業を一時中断して船内を

確認したが、更なる賊は発見されなかった。無線により当局

に通報を行ったが、反応は無かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

93

83 
 

(4) インドネシア 
【シンガポール籍タンカー“Guanabara”】（錨泊中、乗り込み） 

   発生日時：2013 年 7 月 11 日 02 時 23 分頃（現地時間） 
発生場所：ニッパ STS 錨地 

 北緯 1 度 6.6 分、東経 103 度 37.1 分 
概  要： 洋上での油の積み替え作業中のタンカーに賊が侵入した。

乗組員が警報を鳴らすと、4 名の賊が既に甲板上におり、1 名

が乗り込んでくる最中だった。当直者は警報を鳴らし、警報

を聞いた賊は逃走した、積み替え作業を一時中断して船内を

確認したが、更なる賊は発見されなかった。無線により当局

に通報を行ったが、反応は無かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

93



84 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

94

84 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

94
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レポート 5 

 

Update on the Marine Electronic Highway 

for the Straits of Malacca and Singapore 

 

The handover of the Marine Electronic Highway (MEH) of the Straits of Malacca 

and Singapore (SOMS) Demonstration project to the Government of Indonesia’s 

Directorate General of Sea Transportation (DGST) took place on 3rd August 

2012.  

 

The International Maritime Organisation (IMO) as implementing agency and 

World Bank as financing agency had officially finished their terms of contract for 

the MEH Demonstration project on 31st December 2012, even as the Batam 

Data Center was not fully operational. 

 

The IMO and World Bank recognized that an umbrella body should play the role 

similar to the MEH Project Steering Committee upon handover of the 

Demonstration Project.  

 

During the 5th Co-Operative Forum held in Singapore on 24th September 2012, 

the three littoral States signed a MOU to rehabilitate the MEH Project and 

agreed to sustain the MEH under the framework of the Tripartite Technical 

Experts Group (TTEG) of the Straits of Malacca and Singapore. 

 

At the 1st MEH Working Group Meeting held under the TTEG, the three littoral 

States drew up terms of reference to oversee the initiatives henceforth in order 

to advance and sustain the MEH.  

 

At the 2nd MEH Working Group Meeting, Malaysia and Singapore initiated data 

synchronization and replication of the Batam MEH Data Centre, which is 

presently accessible via the Internet on www.mehsoms.com. Malaysia and 

Singapore technical personnel visited the MEH Batam Data Centre on 5-6th 
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Experts Group (TTEG) of the Straits of Malacca and Singapore. 

 

At the 1st MEH Working Group Meeting held under the TTEG, the three littoral 

States drew up terms of reference to oversee the initiatives henceforth in order 

to advance and sustain the MEH.  

 

At the 2nd MEH Working Group Meeting, Malaysia and Singapore initiated data 

synchronization and replication of the Batam MEH Data Centre, which is 

presently accessible via the Internet on www.mehsoms.com. Malaysia and 

Singapore technical personnel visited the MEH Batam Data Centre on 5-6th 
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December 2013 to find solutions for the synchronization/replication of user data 

base and data streaming matters. 

 

Back-up systems have now been established by Marine Department Malaysia 

and the Maritime and Port Authority of Singapore respectively and accessible via 

the Internet1 until such time the Batam Data Centre is fully operational and able 

to transmit weather and tidal data.   

 

Once the three data centers are synchronized, users can be assured of 

obtaining real–time weather and tidal information provided under the MEH. 

However, the pilot MEH system established in Batam, even if it becomes 

operational, cannot be used for maritime traffic management in the SOMS until 

the three littoral States technically and legally approve it.  

 
1 Through discussion at the 4th MEH Working group meeting held on 27th November 2013, MEH 

Data Back-up system for MEH Demonstration Project Website www.mehsoms.com can also be 

accessed through Malaysian server mehsoms.marine.gov.my/meh from January to June and 

through Singapore server www.mehsoms-sg.com from July to December. This serial back-up 

system change-over date is to be implemented annually. 

 

The approval process will depend on several factors, including availability of 

funds. Firstly, the Batam MEH must be reconfigured in order to remove all 

Project-related aspects either as archived materials or background information. 

This will require some level of reprogramming so that the system can be 

mainstreamed into the existing maritime mechanisms in the SOMS.  

 

Apart from reprogramming the Batam MEH, DGST should also endeavor to 

apply the MEH Data system to its maritime activities so as to build confidence on 

DGST’s ability to provide continuous MEH operation. The hardware and 

operating modules must be regularly maintained and upgraded, including its 

internet connectivity.  

 

Indonesia is committed to financing the operation and maintenance and has 

allocated its own budget of USD70,000 in 2014 to operate and maintain MEH 

Data Center in Batam, and also USD700,000 to install the two remaining 
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navigation equipment, namely the DGPS system and Ocean Data Buoy in 

2014(originally planned for installation at the Phillip Channel). 

 

The main outcome of Marine Electronic Highway are large-scale electronic 

navigation charts and real-time tidal information in the Straits - which would 

make a ship take full advantage of the depth of water available. However, this 

outcome has not been fully demonstrated before the official handover in August 

2012, because the high cost of conducting new hydrographic survey for the 

entire SOMS goes beyond the financial resources of the institutions in the three 

littoral States.  

 

Since TTEG is an advisory body, activities geared toward enhancing the 

capability of the MEH system, including capacity building cannot be properly 

addressed. The littoral States have agreed to use the Cooperative Mechanism 

as a regional body to oversee the continued development and future operation of 

the MEH system. Hence, activities leading to the regional MEH development 

and operation would be programmed under the Cooperative Mechanism for 

funding and implementation.   

  

An initiative by Singapore to engage OMC International Pty Ltd, a private 

Australian consultant to study the under keel clearance(UKC) available in the 

SOMS concluded that at present, existing ship-board equipment is not designed 

nor suited for the purpose of on-board UKC management and monitoring, 

especially at depth critical areas.  

 

OMC International Pty Ltd identified four such depth critical areas which include  

 
 

The previous hydrographic surveys conducted in the critical areas highlighted by 

OMC were done in the late 1990s using Single Beam Echo Sounder, which did 

not have full sea floor coverage.  
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Malaysia will lead multibeam hydrographic surveys in these four critical areas of 

the Straits in 2014. The hydrographic surveys are seen as an important step in 

the expansion of the MEH Project and also an improvement of the electronic 

navigational chart portfolio since mariners would be able to see a large scale 

section of the depth critical areas. 

 

If measurement of UKC can be optimized, OMC International Pty Ltd estimates 

an additional 50 to 80cm additional draught (or equivalent tidal window) would 

be available for deep draught traffic transiting SOMS through introduction of a 

real time UKC monitoring system. It does not compromise the existing 3.5m 

UKC mandated by IMO for all VLCC and deep draught vessels using the Straits. 
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In conclusion, the present MEH infrastructure is the beginning of a next phase of 

actualizing the e-Navigation strategy of IMO. The MEH project is beneficial to 

mariners navigating the SOMS and also addresses the environmental aspect of 

the whole shipping ecosystem.  

 

There are still many gaps to fill for the realization of the e-Navigation. The MEH 

provides a platform for new technologies to be developed and tested for the 

safety of navigation in SOMS. Apart from developing and improving the utility of 

the MEH system, the three littoral States should have regular meetings to review 

the progress being made and to address problems that may arise and justify 

funding requirements. 

 

How the MEH Demonstration Project was established 

An initiative developed by the collaboration of three organizations, namely the 

Global Environment Facility (GEF), the United Nations Development Programme 

(UNDP) and the International Maritime Organisation (IMO) was launched in 1994 

to address marine pollution problems in East Asian seas, with the joint 

participation of eleven East Asian nations. The Regional GEF/UNDP/IMO 
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Programme focused part of their work on marine pollution risk assessment and 

risk management in the Straits of Malacca and Singapore. 

The concept of a marine electronic information sharing system for the 

improvement of navigational safety and protection of the marine environment 

was first brought up during a November 1996 Manila conference on 

Public-Private Partnership (PPP) organized by the Regional GEF/UNDP/IMO 

Programme. During the November 1996 Manila conference, two Canadian experts 

from Strategic Ventures Corporation introduced the concept of a ‘Marine 

Electronic Highway’ (MEH). It had an electronic navigational chart as its base with 

links with environment information databases and systems, such that the 

concept could possibly be used as a sustainable financing mechanism for 

environmental programs within the Straits.  

The World Bank received the concept plan from Strategic Ventures Corporation 

favourably, and between the years 2000 to 2003 was spent in discussing the 

details of the MEH with the littoral States of Indonesia, Malaysia and Singapore 

and producing the Project Brief document to secure GEF/World Bank funding. 

The Project brief contains the detailed infrastructure requirements for the Marine 

Electronic Highway. 

In 2006, The World Bank decided to go ahead with the MEH in two phases with an 

initial funding of US$8.3 million; first as a demonstration project covering a 100 

kilometre section of the Straits and then committing to the entire stretch of the 

Straits based on the success of the demonstration project. 

The basis for a MEH Demonstration Project has changed considerably in the last 

10 years, when the project was first introduced to the shipping industry. This was 

because of significant advances made in navigational and communications 

technology, and these advances need to be incorporated into the full scale MEH. 

 
 
 

102

90 
 

Programme focused part of their work on marine pollution risk assessment and 

risk management in the Straits of Malacca and Singapore. 

The concept of a marine electronic information sharing system for the 

improvement of navigational safety and protection of the marine environment 

was first brought up during a November 1996 Manila conference on 

Public-Private Partnership (PPP) organized by the Regional GEF/UNDP/IMO 

Programme. During the November 1996 Manila conference, two Canadian experts 

from Strategic Ventures Corporation introduced the concept of a ‘Marine 

Electronic Highway’ (MEH). It had an electronic navigational chart as its base with 

links with environment information databases and systems, such that the 

concept could possibly be used as a sustainable financing mechanism for 

environmental programs within the Straits.  

The World Bank received the concept plan from Strategic Ventures Corporation 

favourably, and between the years 2000 to 2003 was spent in discussing the 

details of the MEH with the littoral States of Indonesia, Malaysia and Singapore 

and producing the Project Brief document to secure GEF/World Bank funding. 

The Project brief contains the detailed infrastructure requirements for the Marine 

Electronic Highway. 

In 2006, The World Bank decided to go ahead with the MEH in two phases with an 

initial funding of US$8.3 million; first as a demonstration project covering a 100 

kilometre section of the Straits and then committing to the entire stretch of the 

Straits based on the success of the demonstration project. 

The basis for a MEH Demonstration Project has changed considerably in the last 

10 years, when the project was first introduced to the shipping industry. This was 

because of significant advances made in navigational and communications 

technology, and these advances need to be incorporated into the full scale MEH. 

 
 
 

102



91 
 

レポート６ 

STRAITREP 2000 – 2013 Data Analysis 
 

The Nippon Maritime Center acknowledges Marine Department Peninsular 

Malaysia with thanks, for providing the STRAITREP data exclusively for 

our use. STRAITREP ship reporting system in the Straits of Malacca and 

Singapore has been operating since 1st December 1998.  

 

From the year 2000, there has been widespread compliance of 

STRAITREP procedures, and this allowed compiling of individual ship 

types using the Malacca Straits. These statistics cover only vessels 

entering and leaving the Malacca Strait from both ends, between Area 1 

(One Fathom Bank) and Area 6 (Iyu Kecil) as shown in figure 1. 

 

 
MALACCA STRAIT STRAITREP AREAS 1 - 6 

 

The collection of these reports occurs when vessels over 300 GRT report 

when passing either of the two points, namely Sector 1-southbound (One 

Fathom Bank) and Sector 6-northbound (Tanjong Piai).  

 

STRAITREP 

AREAS   1 TO 6 

One Fathom Bank 

Iyu Kecil 
Figure  1 
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The Nippon Maritime Center has been compiling yearly statistics of these 

vessel movements.  

 

The number of vessel transits in 2013 has recovered to pre-2008 (global 

financial crisis) levels, as shown in figure 2. 

         

 

 

OVERALL TRAFFIC REPORTS 

1. From year 2000 to 2013, Klang VTS received a total of 949,124 

reports, averaging 186 vessel reports per day throughout this 

period. 

 

2. The largest category traffic reports belong to container ships, 

making up 32% of all reports. This percentage has been consistent 

since year 2000. See figure 3. 

 

Figure 2 

104

92 
 

The Nippon Maritime Center has been compiling yearly statistics of these 

vessel movements.  

 

The number of vessel transits in 2013 has recovered to pre-2008 (global 

financial crisis) levels, as shown in figure 2. 

         

 

 

OVERALL TRAFFIC REPORTS 

1. From year 2000 to 2013, Klang VTS received a total of 949,124 

reports, averaging 186 vessel reports per day throughout this 

period. 

 

2. The largest category traffic reports belong to container ships, 

making up 32% of all reports. This percentage has been consistent 

since year 2000. See figure 3. 

 

Figure 2 

104



93 
 

3. Tankers of all types including VLCCs together make up second 

largest category, covering 29% of the reports. This percentage has 

been consistent since year 2000. See figure 3. 

  

4. There was a general 4% growth in traffic reports from year 2000 

years to year 2008, when it reached an all-time high. See figure 2. 

 

5. Since 2008, a sharp decline was seen in 2009, due to fall out from 

the global financial crisis after which the total traffic reports have 

been steadily picking up till 2013, when it has surpassed the 2008 

levels. 

 

6. Interestingly, the declining trend due to the 2008 financial crisis 

mainly affected container ships and car carriers, however VLCC 

traffic continued to show a strong 20% growth over last five years. 

Bulk carrier traffic also showed strong growth of 23%, and tankers 

showed 15% growth over the last five years.  

 

7. LPG/LNG traffic also showed a dramatic growth of 28% over last 

four years. 

 

8. Errors in previous yearly reports for years 2010, 2011 and 2012 has 

been rectified in this analysis, please ignore STRAITREP data 

analysis for year 2012.  

 

9. From a baseline trend of an average of 186 vessels reporting to 

Klang VTS during the last 14 years, reports have been steadily 

increasing till 214 vessels per day in 2013, or an additional 5 more 

vessel reports per day every successive year since 2009.  
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VLCC TRAFFIC REPORTS 

1. Since 2000, an average year-on-year growth of 3.75% in VLCC 

traffic reports could be seen, with daily average of 13 VLCC transit 

reports in both directions of Malacca Straits (Figure 5). The last five 

years showed consistent year-on-year increase (Figure 5a). 

2. China has been steadily building up its crude oil refining capacity in 

the last five years and is forecast to handle 12 million barrels per 

day or equivalent of 6 VLCCs by year 2015. The Middle East still 

supplies more than half of China’s oil imports. 

 

 

 

Figure 5 
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CONTAINERSHIP TRAFFIC REPORTS 

1. The 2013 reports indicate similar volume of traffic pre-2008 levels, 

with 2013 still fewer than 2008 reports. See figure 6 and 6a. 

2.  Although the container trade has been hit hard by recent economic 

times, the growing number of Ultra Large Container Ships in service, 

with most of the largest 100 ships above 13000 TEU built within the 

last five years 

 

 

 

Figure 6 

Figure 6a 
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BULK CARRIER TRAFFIC REPORTS 

1. For the most part since year 2000, bulk carriers reports have been 

rising steadily, as East Asia’s import of raw materials continues to 

rise.  

2. Every year has mostly seen succeeding higher report than its 

previous year.  

 

 

Figure 7 

Figure 7a 
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CAR CARRIER TRAFFIC REPORTS 

1. Since the dramatic drop in car carrier traffic from the all-time high in 

2008, there has been a steady recovery since 2009, partly brought 

about by increased intra-Asian movements.  See Fig 8 and 8a. 

 

 

 

Figure 8a 

Figure 8 
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LNG/LPG TRAFFIC REPORTS 

1. The monthly transit reports have seen a dramatic increase since 

2009, with 2013 showing a new all-time high of 4248 traffic reports, 

showing a 7% yearly growth of LPG/LNG traffic in the last 4 years.         

See fig 9 and 9a. 

 

 

 

Figure 9 

Figure 9a 
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PASSENGERSHIP TRAFFIC REPORTS 

1. The monthly transit reports of passenger ships have been 

progressively decreasing since 2002, with every successive year 

showing lower than previous year. 

The new International Cruise Centre in Singapore may be causing a 

reverse in this trend, as 2013 line is overtaking 2010 line. See fig 10 and 

10a 

 
 

 

 

Figure 10 

Figure 10a 
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レポート ７ 

 

 

ミクロネシア地域における海上保安機能強化プロジェクト 

（パラオ共和国との協力文書の調印） 

 

 

１ 背 景 

 

 北太平洋ミクロネシア地域に位置するパラオ共和国、ミクロネシア連邦及び

マーシャル諸島共和国の３国は、３国の人口を合わせても 20 万人弱の島嶼国で

あるが、マグロ等の豊かな水産資源を有するその排他的経済水域（EEZ）の合計

は約 560 万平方 km に及び、世界第 6位の EEZ を有する我が国（約 450 万平方 km）

を上回る広大な海域を有している。 

 このような豊かな海洋資源を持つ海域を管轄するミクロネシア３国にとって、

監視・取締りは重要な課題であるものの、これまでの米国及びオーストラリア

政府等からの支援にもかかわらず、海上保安体制はその広大な海域に比して十

分なものとなっているとは言えないレベルにある。 

 

 このため、日本財団、笹川平和財団及び日本海難防止協会は、日本中小型造

船工業会等の関係団体とともに、これまで当該地域の海上保安機能強化のため

の支援を主導してきた米豪両国とも緊密な連携を図りながら、当該地域の海上

保安機能を強化するための支援プロジェクトに取り組んでいる。 

 

 

２ これまでの経緯 

 

 2008 年に日本財団に対して支援の要請があり、またミクロネシア３国による

大統領サミットでの共同コミュニケにおいても言及されたことを契機として、

日本財団及び笹川平和財団によりミクロネシア地域３国の海上保安機能の強化

を支援するプロジェクトが開始される。 

その後、2009 年に二度にわたる現地実地調査が行われた後、2010 年にはミク

ロネシア３国に日米豪の３国を加えた「ミクロネシア地域における海上保安機

能の強化に関する官民共同会議」が日本財団及び笹川平和財団の主催により開

催され、支援策の内容に関する協議が行われた。 

その３回目の会議となったパラオ会議（2010 年 11 月開催）では、小型艇の供 
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マーシャル諸島共和国の３国は、３国の人口を合わせても 20 万人弱の島嶼国で

あるが、マグロ等の豊かな水産資源を有するその排他的経済水域（EEZ）の合計

は約 560 万平方 km に及び、世界第 6位の EEZ を有する我が国（約 450 万平方 km）

を上回る広大な海域を有している。 

 このような豊かな海洋資源を持つ海域を管轄するミクロネシア３国にとって、

監視・取締りは重要な課題であるものの、これまでの米国及びオーストラリア

政府等からの支援にもかかわらず、海上保安体制はその広大な海域に比して十

分なものとなっているとは言えないレベルにある。 

 

 このため、日本財団、笹川平和財団及び日本海難防止協会は、日本中小型造

船工業会等の関係団体とともに、これまで当該地域の海上保安機能強化のため

の支援を主導してきた米豪両国とも緊密な連携を図りながら、当該地域の海上

保安機能を強化するための支援プロジェクトに取り組んでいる。 

 

 

２ これまでの経緯 

 

 2008 年に日本財団に対して支援の要請があり、またミクロネシア３国による

大統領サミットでの共同コミュニケにおいても言及されたことを契機として、

日本財団及び笹川平和財団によりミクロネシア地域３国の海上保安機能の強化

を支援するプロジェクトが開始される。 

その後、2009 年に二度にわたる現地実地調査が行われた後、2010 年にはミク

ロネシア３国に日米豪の３国を加えた「ミクロネシア地域における海上保安機

能の強化に関する官民共同会議」が日本財団及び笹川平和財団の主催により開

催され、支援策の内容に関する協議が行われた。 

その３回目の会議となったパラオ会議（2010 年 11 月開催）では、小型艇の供 
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与、その燃料及びメンテナンスに関する支援、通信能力改善のための無線設備

の供与など８項目からなる支援策の概要について合意が得られ、2011 年以降は

その具体化に向けて取り組むこととなった。 

 2012 年 8 月から 12 月にかけては順次、各国に小型艇、通信施設を供与し、そ

の到着時には資機材の取り扱い説明や研修を、納入業者等が約 1 週間に渡って

実施した。各国における引渡し式典には、それぞれの国の大統領若しくはその

代行を始めとする政府高官が出席した他、米国、豪州、日本の海上保安機関職

員も参加し、ミクロネシア海域の重要性について認識を新たにする機会となっ

た。 

 

３ パラオ共和国との協定の締結 

 

2013 年度においては、これまで供与した小型艇等の運用状況を踏まえつつ、

更なる支援策の必要性や各国の状況に応じた効率的・効果的な支援の方策につ

いて、引き続き議論を行った。 

その結果、各国における海上保安能力については改善する余地が多方面に及

び、今後も継続的な支援が必要であることから、まずはパラオ共和国に対して

先行して総合的な支援を実施し、地域全体のモデルケースとすることが効率

的・効果的であるとの結論に至った。 

2013 年 12 月には、協定の締結にあたって、パラオ共和国のトミー・レメンゲ

サウ大統領が来日し、日本財団笹川会長との間で海上保安能力向上に関する協

定文書の調印が行われた。 

調印文書には、小型艇の追加支援、無線通信施設の更なる充実、同国海上法

執行機関に対する人材育成支援の実施に加え、2012 年の台風によって沈没した

ペリリュー島とコロール島間の連絡船「日本丸」の代替支援についても記載さ

れた。 

調印式典は、多くの報道陣等が見守るなか開催され、笹川会長からは、「ミク

ロネシア地域の豊富な漁業資源や海底資源を不法行為から守るためパラオ共和

国がモデルケースとなるよう期待する」と挨拶が述べられた。これに対し、レ

メンゲサウ大統領からは、「今回の支援でわれわれは自国の管理水域を自力で監

視することが可能になり、漁業・海底資源の保護だけでなく、生態系の保全や

観光業の育成にもつながる」と謝意が述べられた。 
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４ 今後の取組み 

 

今回の協定の締結を以てプロジェクトは新たな展開へと進む事になった。 

今後、プロジェクトの第一段階で供与した小型艇の燃料やメンテナンス支援

を継続するとともに、協定文書に記載された、小型艇の追加支援、無線通信施

設の更なる充実、パラオ共和国海上法執行機関への人材育成支援等の具体的内

容について議論を進め、順次実行に移していくこととなる。 

パラオへの支援と併行して、パラオでの支援プロジェクトをモデルケースと

した取り組みをミクロネシア地域全体で進められるよう、ミクロネシア連邦、

マーシャル諸島共和国とも議論を継続していくこととしている。 
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【協定文書への署名式におけるプレゼンテーション資料】 
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【署名された協定文書】 
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